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小施策評価シート（平成 28年度実績評価）
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Step１ 施策目標の達成状況 

（↑：数値を上げていくことを目標とする指標，↓：数値を下げていくことを目標とする指標，→：数値を維持

することを目標とする指標） 

 

まちづくり指標 

目

指

す

方

向 

単位 

25年度 

実績 

(当初値) 

27年度 

実績 

28年度 

実績 

31年度 

目標値 

36年度 

目標値 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【小学校４年生・国語】 
↑ 

ポイ

ント 
110.6 110.4 110.6 113.0 113.0 

小中学校学力検査の全国水準（100）

との比較【小学校４年生・算数】 
↑ 

ポイ

ント 
108.4 107.4 107.0 110.0 110.0 

小中学校学力検査の全国水準（100）

との比較【中学校２年生・国語】 
↑ 

ポイ

ント 
103.8 105.0 105.8 107.0 107.0 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生・数学】 
↑ 

ポイ 

ント 
 102.2 101.4 102.2 105.0 105.0 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生・英語】 
↑ 

ポイ 

ント 
103.2 104.2 104.2 105.0 105.0 

体力運動能力調査の全国水準(100) 

との比較【小学校５年生・男】 
↑ 

ポイ 

ント 
97.8 99.7 97.8 101.0 101.0 

体力運動能力調査の全国水準(100) 

との比較【小学校５年生・女】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.5 100.1 99.5 101.0 101.0 

体力運動能力調査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生・男】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.4 99.9 101.0 102.0 102.0 

体力運動能力調査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生・女】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.2 100.1 100.0 102.0 102.0 
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Step２ 小施策の全体像 

小施策の概要等（構成事業は別紙ロジックモデルシートのとおり） 

対象（誰（何）を対象として行うのか） 意図（対象をどのようにしたいのか） 

小中学生 
学力の向上が図られる。 

心身共に健全育成が図られる。 

現状と課題 

学力検査において，小学校の国語，算数及び中学校の国語，数学，英語 

とも全国水準を上回っているが，中学校の数学，英語は一層の向上を図る

必要がある。また，義務教育９年間の系統性のある指導の充実を図る必要

がある。 

 いじめやスマートフォンの使用に係る問題が発生していることから，生

命を尊重する心や他人を思いやる心など，道徳的価値の自覚を促し，豊か

な人間性を育む必要がある。 

 体力運動能力検査において，小中学校ともに走力，瞬発力などに課題が

見られることから，体力向上の取組の充実・改善を図る必要がある。また，

学校給食については，老朽化した施設・設備の整備などを進める必要があ

る。 

 子どもを取り巻く環境が大きく変化してきていることから，児童生徒･

家庭・地域社会･学校・行政が連携を図り，それぞれの役割と責任を明確

にしながら，地域の子どもは地域で育てるという市民協働の教育を推進す

る必要がある。 

 

取組の方向性 

児童生徒の学力の実態を的確に把握しながら，基礎的・基本的な学力の

向上を図る。また，各中学校区の実状に応じて，これまでの連続した教育

活動をより一層強化するものとした小中一貫教育や勤労観・職業観を育む

キャリア教育，情報化社会に対応した情報モラル教育を進める。 

 学校の教育活動全体を通した道徳教育の充実のほか，いじめを「つくら

ない」「みのがさない」「のこさない」取組や不登校対策の充実を図る。ま

た，小中学校児童生徒を対象に，盛岡の先人や風土・文化を盛り込んだ先

人教育を進める。 

 学校保健事業や体育振興事業の充実に努めながら，児童生徒の健康の保

持と体力・運動能力の向上を図る。また，学校給食については，都南学校

給食センターをはじめとする老朽化した各調理場の適正な規模，配置など

を検討し，計画的に改築等を進める。 

 地域の教育課題を明確にしながら，学校と家庭，地域が一層連携を深め，

地域に根ざした教育振興運動を展開する。 
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Step３ 小施策指標の推移 

（↑：数値を上げていくことを目標とする指標，↓：数値を下げていくことを目標とする指標，→：数値を維持

することを目標とする指標） 

 

Step４ 市民ニーズの把握 

将来を担う子どもたちを育てる小中学校の教育内容や施設の整備の充実を市民は望んでいるこ

とから，より一層の施策の推進が求められている。 
 

 

小施策の指標 

目

指

す

方

向 

単位 

25年度 

実績 

(当初値) 

27年度 

実績 

28年度 

実績 

31年度 

目標値 

36年度 

目標値 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【小学校４年生：国語】 
↑ 

ポイ

ント 
110.6 110.4 110.6 113.0 113.0 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【小学校４年生：算数】 
↑ 

ポイ

ント 
108.4 107.4 107.0 110.0 110.0 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生：国語】 
↑ 

ポイ

ント 
103.8 105.0 105.8 107.0 107.0 

小中学校学力検査の全国水準（100）

との比較【中学校２年生：数学】 
↑ 

ポイ 

ント 
102.2 101.4 102.2 105.0 105.0 

小中学校学力検査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生：英語】 
↑ 

ポイ 

ント 
103.2 104.2 104.2 105.0 105.0 

不登校児童の出現率【小学校】 ↓ 
ポイ 

ント 
0.19 0.37 0.31 0.19 0.19 

不登校生徒の出現率【中学校】 ↓ 
ポイ 

ント 
1.99 2.62 3.10 2.00 2.00 

体力運動能力調査の全国水準（100）

との比較【小学校５年生：男】 
↑ 

ポイ 

ント 
97.8 99.7 97.8 101.0 101.0 

体力運動能力調査の全国水準（100） 

との比較【小学校５年生：女】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.5 100.1 99.5 101.0 101.0 

体力運動能力調査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生：男】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.4 99.9 101.0 102.0 102.0 

体力運動能力調査の全国水準（100） 

との比較【中学校２年生：女】 
↑ 

ポイ 

ント 
100.2 100.1 100.0 102.0 102.0 
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Step５ 役割分担分析 

１ 各主体の役割の状況 

 

２ 今後の市の役割の比重の方向性とその理由 

□ 市の役割の比重を拡大していくことを検討する 

■ 現状維持（現在の市の役割の比重を維持する） 

□ 市の役割の比重を縮小していくことを検討する 

（理由） 

   盛岡市が中心的な役割を担うこととなるが，小中学校の教育内容や施設の整備の充実を図

るとともに，学校，家庭や地域と連携しながら子どもの健全な育成を図っていく必要がある

ため，現状維持とするもの。 

 

 

Step６ 前年度に分析した課題・改革改善案に対するアクション  

１ 平成28年度に分析した問題点・課題に対する改革改善案 

・ 「研究指定校事業」において，小中一貫研究指定を２年間とする。また，先人教育やキ

ャリア教育を研究内容として焦点化し，研究の深まりと広まりを図っていく。 

・ 「スクールサポート事業」，「不登校生徒等対策事業」において，支援員を増員する。 

 

 

 

 

 

 役割の内容 
役割分担

比率（％） 

各主体の 

役割の状況 

市 盛岡市が中心的な役割を担う。 70 

国・県・ 

他自治体 

関係機関との共通認識のもとに，協力しながら進める

必要がある。 
10 

市民・ 

ＮＰＯ 

家庭で子どもの生活習慣や学習習慣づくりに取組む。 

学校との連携を密にし，情報を共有するとともに，学 

校行事などに積極的に参加する。 

学校や家庭，地域が連携しながら子どもの健全な育成 

を図る。  

 地域活動などを通じ，子どもを見守り育てる環境づく 

りに努める。  

 地域の子どもは，地域で育てる。 

10 

企業・ 

その他 

専門分野を生かして学校の教育活動に積極的に協力す 

る。 
10 
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２ １の改革改善案の実施状況 

（Ａ：着手済，Ｂ：平成29年度に着手（予定含む），Ｃ：未着手または見送り） 

改革改善案 具体的な取組（予定）内容 状況 

研究指定校事業 

小中一貫研究指定期間を２年間とした。また，

先人教育，キャリア教育を重点とする研究内容と

し，各学校区での取組の推進を図った。 

Ａ 

スクールサポート事業 スクールアシスタントを増員した。 Ｂ 

不登校生徒等対策事業 不登校生徒等対策相談員を増員した。 Ｂ 

 

３ ２で挙げた取組状況がＣの場合，その原因 

 

Step７ 成果・問題点の把握 

１ 成果の把握と要因分析及び課題の設定 

 (1) 小施策の中で成果をあげた点 

  ・ 児童生徒の学力の向上が図られた。 

・ 児童生徒の健康の維持が図られた。 

・ 児童生徒が安心して学校で過ごせる環境が整備された。 

・ 教育の機会均等が保たれた。 

・ 小中学校における義務教育が円滑に営まれた。 

 

 (2) 成果をあげた要因 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」，「小中学校教育振興事業」

において，児童生徒が授業に必要な備品や消耗品の整備が行われ，教育水準の向上が図ら

れたため。 

・ 「学校訪問指導事業」，「研究指定校事業」において，各学校の要望に応じた講師派遣と，

市の教育課題に基づき計画的に研究指定を行ったことにより，学力向上における課題改善

が図られたため。 

・ 「学校保健事業」において，各種健康診断を実施し，健康診断結果に基づいた治療勧告

や事後指導等を行ったため。 

・ 「盛岡市学校保健会運営費補助金」～「東北中学校体育大会開催事業費補助金」におい

て，関連団体に運営補助金を交付し各種大会を開催することができたため。 

・ 「スクールサポート事業」において，スクールアシスタントを増員する等，個別に配慮

が必要な児童生徒に対するサポートが充実したため。 

・ 「市内小中学校校外指導連絡協議会事業」において，小中学校が連携し，情報モラルを

はじめ，問題行動の防止等に取り組むことにより，児童生徒の健全育成が図られているた

め。 

・ 「学校情報化推進事業」において，教職員が整備されたパソコン等を使用することによ

り，必要な情報をより多く取得することができたため。 

・ 「学齢簿管理事務事業」において，学齢簿を適正に管理したことにより，適切な教育環

境が整備され，教育機会の均等につながったため。 
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・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，追加３費目のうち中学校の生徒

会費及びＰＴＡ会費について，支給することとした。このことにより，経済的理由により

就学困難な児童生徒の保護者への援助が手厚くなり，義務教育が円滑に営まれることにつ

ながったため。 

  

(3) さらなる成果向上に向けた課題（課題がある場合に記載） 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」において，次期学習指導

要領に対応する教育環境を充実させる。 

・ 「学校図書館活用推進事業」において，図書館の環境整備を図るため，学校司書をさら

に充実させる。 

・ 「研究指定校事業」において，次期学習指導要領に対応する教育課程研究を深め，その

成果を広める。  

・ 「スクールサポート事業」において，学校のニーズに応じて，個別に配慮が必要な児童

生徒に対するサポートをさらに充実させる。 

・ 「学齢簿管理事務事業」において，学校や他市町村教育委員会などとの連携をより密に

して，児童生徒の異動を的確に把握する。 

・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，準要保護者に対する就学援助の

費目を追加する。また，国の要保護児童生徒援助費補助金のうち，新入学児童生徒学用品

費等の補助単価が増額改定されたことに伴い，準要保護者への支給単価についても増額す

る必要がある。 

 

２ 問題点の把握と原因分析及び課題の設定 

(1) 小施策における現状の問題点 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」において，小学校の英語

科やプログラミング教育の実施に向けた設備等の整備が十分でない。 

・ 「学校訪問指導事業」において，体力向上を位置付けた授業を継続的に実施されるよう

に指導する機会が少なく，取り組みを生かした授業の広がりが十分でない。 

・ 「学校図書館活用推進事業」において，学校の配置要望に対応できていない。 

・ 「スクールサポート事業」，「不登校生徒等対策事業」において，学校からの増加するニ

ーズへの対応が困難になっている。 

・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，要保護者に対する国の補助費目

に平成22年度からクラブ活動費，生徒会費及びＰＴＡ会費（いわゆる追加３費目）され，

生活保護により同内容の援助が行われているが，準要保護者への対応は，市町村が判断す

ることとなっている。 
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(2) 現状の問題点が生じている原因 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」において，学習指導要領

の改訂が行われ，平成32年度の完全実施に向けた整備が必要である。 

 ・ 「学校訪問指導事業」において，体力向上を目的とした講師派遣要請が少ない。 

・ 「学校図書館活用推進事業」において，学校図書館法に示された，学校図書館の一層の

利用促進を図るためには，学校司書の増員が必要がある。 

・ 「スクールサポート事業」，「不登校生徒等対策事業」において，不登校児童生徒，特別

な教育的支援を必要とする児童生徒が増加している。 

・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，追加３費目について，国が示す

基準により全部支給するには，４千万円強の一般財源が必要であることから，実施に伴う

財源の確保が困難である。 

 

(3) 分析した原因の解決に向けた課題 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」において，電子黒板，無

線ＬＡＮ，タブレット等の整備計画を作成する。 

 ・ 「学校訪問指導事業」において，体力向上を目的とした学校訪問を検討する。 

・ 「学校図書館活用推進事業」，「スクールサポート事業」，「不登校生徒等対策事業」にお

いて，学校司書，支援員の増員を検討する。 

・ 「小・中学校給食供給事業（都南地区外13校）」において，食育指導の中に残食に対する

項目を加え，取組む必要がある。 

・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，追加３費目について，盛岡市で

は，厳しい財政状況のなかで段階的な導入を図ることとしている。 

 

Step８ 小施策と構成事業の関係性 

１ 小施策との結び付きが弱い，もしくは他の事業と重複していると考えられる事業 

  該当事業なし。 

  

２ １で記載した事業についてその理由 

 

  

３ １で記載した事業の今後の方向性（案）（縮小・廃止・統廃合等） 

  

  

Step９ Step7，８を踏まえた改革改善案 

・ 「コンピュータ教育設備整備事業」，「小中学校教育振興事務」において，次期学習指導要

領に対応する教育環境を整備する。 

・ 「学校訪問指導事業」において，体力向上を目的とした学校訪問を実施する。 

・ 「学校図書館活用推進事業」，「スクールサポート事業」，「不登校生徒等対策事業」におい

て，学校司書，支援員をさらに増員する。 

・ 「要保護・準要保護児童生徒就学援助事業」において，準要保護者に対する就学援助に 

ついて，支給費目の更なる追加及び支給単価の増額を図る。 


